
令和 3年度沖縄市相談支援事業委託業務応募要領 

2次評価要領 

 

１ 評価基準 

 評価の項目，配点等は，別紙【2次審査評価基準】による。 

 

２ 評価の方法 

（１）選定委員会は２次審査として、書類審査及びプレゼンテーション審査を行う。 

 

（２）選定委員会では、１次審査と２次審査の合計得点が満点の 6 割以上を獲得した評価点数の高

い事業所を優先交渉権者として決定する。 

 

（３）得点が同点の場合の順位は、見積金額が安い者を優先交渉権者として決定する。見積金額が

同額の場合は選定委員会が審議して、優先交渉権者を決定する。 

 

３ 評価の日程等 

2次審査（書類審査及びプレゼンテーション審査） 

令和３年２月中旬頃の実施を予定。 



採点

配点×100%

配点×80%

配点×60%

配点×40%

配点×20%

０点

No 配点

1 5点

2 5点

3 10点

4 10点

5 10点

6 10点

7 5点

8 10点

9 5点

10 5点

11 10点

12 10点

13 5点

合計 100点

特記事項（その他PR事項）が提案されているか
【（様式4）3】

・貴社独自の仕様書にない企画提案及び
取り組み方針

・沖縄市にとって、有意義且つ具体的解決策
まで示された実現可能な提案となっている
か。

職員の資質向上に対する取組への理解及び対応
【（様式4）2（10）】

・相談員の資質向上に対する取り組み方
針

・相談員の資質向上のための具体的な提案が
示されているか。

二
次
審
査

共生社会に向けた支援体制の構築（地区担当制と
地域社会資源の連携強化）
【（様式4）2（3）】

・共生社会に向けた支援体制の構築及び
社会資源の活用
・地区担当制の活用方法

・地域共生社会の実現を見据えた支援体制の
構築及び社会資源の活用について具体的に示
しているか
・地区担当制の活用による地域共生社会の推
進への取り組みを示しているか

障がい者の社会参加や余暇活動に関する支援への
理解及び対応
【（様式4）2（4）】

・利用者等のニーズ把握方法
・社会参加や余暇活動へつなぐための方
法

・ニーズの把握及び社会参加や余暇活動につ
いての意義が示されており、社会資源の活用
等の支援の具体的な方策が示されているか。

定例会及び専門部会に関する理解及び対応
【（様式4）2（5）】

・沖縄市障がい者自立支援協議会におけ
る定例会及び専門部会に関する貴社の取
り組み方針

・沖縄市障がい者自立支援協議会の活用方法
について具体的に示されているか。

権利擁護への理解及び対応
【（様式4）2（6）】

・権利擁護を理解した上での具体的な支
援方法

・障がい者の権利擁護や意思決定を踏まえた
支援手法が具体的に示されているか。

基幹相談支援センターとの連携
【（様式4）2（1）】

・基幹相談支援センターとの連携手法
・障がい分野における重層的な相談支援体制
の役割が理解された内容となっているか

計画相談支援事業所との連携
【（様式4）2（2）】

・計画相談員との連携手法
・障がい分野における重層的な相談支援体制
の役割が理解された内容となっているか

社会生活力を高めるための支援への理解及び対応
【（様式4）2（9）】

・利用者の主体性と自己決定を尊重した
支援方法
・利用者の課題を整理し、解決する方法

・利用者の主体性と自己決定を尊重する意義
及び支援手法が示されているか。
・利用者の課題を整理し、解決に向けどのよ
うに対処するか具体的にしめされているか。

福祉サービスの利用援助（相談、情報提供等）の
理解及び対応
【（様式4）2（8）】

・本市障がい福祉サービスに関する理解
促進の方策

・福祉サービスの利用援助をするにあたり、
必要な研修やサポート体制が具体的に示され
ているか。
・制度周知について具体的に示されている
か。

関係機関との連携体制の構築
【（様式4）2（7）】

・関係機関と連携した支援体制の構築の
方策
・専門分野を横断した支援体制構築の方
策

・各種関係機関との具体的な連携手法につい
て示されているか。
・専門分野を横断した連携体制の意義や具体
的な方針が示されているか。

指定した項目は網羅されておらず、内容が乏しい。

沖縄市障害者相談事業　2次審査評価基準

評価基準は下記の通りとする。

評　価　内　容

平均的な内容である。

やや乏しい内容である。

非常に効果的な内容である。

効果的な内容である。

提案がない・記載がない/評価外

提出を求める内容

・本業務委託への応募理由
・本業務を委託するにあたっての取り組
み方針及び具体的な企画提案

事業運営の理念
【（様式4）1（1）】

・本市の基本理念を理解し、共に達成してい
ける理念を具体的に示されているか

項目 評価のポイント

応募の理由及び企画提案について
【（様式2）】

・本業務の役割を理解し、市の障がい者福祉
行政へ貢献する姿勢が明確であるか
・本業務を委託するにあたって、市の現状や
課題を把握した上での取り組み方針や具体的
な企画提案が示されているか

・本事業における事業運営の理念


